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図 2-5 ワークショップの取りまとめ 

出典：国土交通省国土地理院作成の電子地形図を加工して作成 

表 2-4 ワークショップの取りまとめ例 

No. 地域の課題 情報ネットワーク環境を活用した課題解決方法（案） 

ICT 

利活用 

判定 

優先 

順位 

１．農業の課題 

(1) 

圃場整備を実施中だが、平均年齢が 70 歳を超えており、将来的に

地域で誰が農業を担っていくのか課題（省力化や移住者が農業に参

入できないか） 

スマート農業を導入し、農作業の効率化や、若い担い手(移

住者）を参入を図る。
○ 3 

(2) 担い手不足や鳥獣被害で、耕作放棄地が多くなってきている。 〃 ○ 1 

(3) 
棚田 100 選に選ばれた棚田があるが、農地維持に手間が掛かって

いる。（営農を続けられるか不安） 
〃 ○ 3 

(4) 
ポンプ場の電気代高騰と早朝の運転操作などの水管理の労力を改

善したい。 
スマート農業を導入し、農作業の効率化を図る。 ○ 1 

２．公共の課題（農業関係含む） 

(1) 農業水利施設の管理（見回り等）に手間がかかっている。 
水路等の見回り作業の省力化を図るため、水位計等のセン

サや映像・画像監視を導入する。
○ 1 

(2) 排水機場の運転操作の労力軽減を図りたい。 
施設の運用・管理の高度化を図るため、水位計等のセンサ

や映像・画像監視、遠隔操作を導入する。 
○ 1 

(3) 
鳥獣（シカ、イノシシ、サルなど）による農業被害が多いため困ってい

る。鳥獣被害により農業に対する意欲が失われる。 
センサ、画像、映像、威嚇、遠隔捕獲等を導入する。 ○ 1 

(4) 大雨で水路が溢れ、下流で浸水が発生した。 田んぼダムの導入により浸水の軽減を図る。 ○ 4 

(5) 道路の整備（拡幅やバイパス）が必要 情報ネットワークでは解決方法なし。（道路整備で対応） × 

３．定住の課題 

(1) 商店（スーパー）が撤退して遠くまで買い物に行く必要がある。 移動販売車の運行情報（位置情報）など ○ 2 

(2) 観光地として棚田に人を呼びたいが、どうすればいいかわからない。 
ライブカメラや Wi-Fi の設置など。（SNS での PR は、携帯電

話（LTE）で実施可能）
○ 3 

(3) 高齢化が進んでおり、1 人暮らしが増えている。 見守りサービスの導入など。 ○ 1 

(4) 地域でとれた野菜や加工品を販売するツールが欲しい。 SNS での PR など。（携帯電話（LTE)で実施可能） × 

(5) ガソリンスタンドが撤退する見込み。 情報ネットワークでは解決方法なし。 × 

(6) 病院が遠い。 遠隔医療システムの導入が考えられる。 ○ ４ 

500m

P

P

P

P

P

P

P

P

凡 例

：用水路

：分水工

P ：揚水機場

：排水機場P

揚水機場：
排水機場：

分水工：

排水機場：

（遠隔監視）

（遠隔監視）

（遠隔監視）

（遠隔監視）

水位計

自動給水栓

自動給水栓 自動給水栓

自動給水栓

自動給水栓
自動給水栓

自動給水栓

見守りセンサ見守りセンサ

見守りセンサ

情報通信環境補の
整備要望のあった場所

：スマート農業要望

：農業農村インフラ要望

：地域活性化要望
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2-5. 推進体制の整備 

農業農村における情報通信環境の整備を進めるための地域の関係者による推進体制を整備します。 

 

 

  

⚫ 農業農村における情報通信環境の整備には多様な関係者の協力が不可欠です。このため、地方公

共団体における部局横断的な体制、農業者団体、商工団体、通信事業者、ＩＣＴベンダーなど幅広

い地域の関係者による推進体制を整備することが望まれます。 

⚫ これにより整備する通信施設の多用途への活用や整備・運用コストの関係者による分担に向けた円

滑な調整に資することにもつながります。 

⚫ 推進体制の整備にあたっては、通信施設の運営管理体制についても協議しておくことが重要です。

運営管理体制のイメージを関係者で共有しておくことで、より具体的で実効性のある整備計画の策定

につながります。 

ポイント

<事例 3>静岡県袋井市におけるＩＣＴ化の推進体制 

静岡県袋井市では、2019 年３月に「第３次袋井市ＩＣＴ推進計画・官民

データ活用推進計画」を策定しました。この計画に基づきＩＣＴを生かしたま

ちづくりを進めています。推進にあたっては、市長をトップとする「ＩＣＴ推進本

部」の下に、庁内の部局間連携を図るための横断的な組織として「ＩＣＴ推

進委員会」を設置し、産学官民との連携体制を組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした体制の下で、行政サービスのデジタル化、IoT 地域見守りシステムや豪雨災害時水位観測

システムなどの実証・構築によるデジタルを生かした地域づくり、水田の水管理の遠隔・自動化、鳥獣

被害対策などのスマート農業の実証などに積極的に取り組んでいます。 

 

 

静岡県

袋井市

取組事例
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2-6. 現地踏査 

基礎調査やニーズ調査の結果を基に、現地踏査を行い、既存通信サービスの通信状態、周辺の状況

（遮蔽物、電源、施設設置のための用地の有無等）など細かな条件を確認し整理を行います。 

  

図 2-6 現地調査の実施状況 

 

  

⚫ 既存の通信サービスについては、web 上で利用可能エリアが公開されている場合がありますが、実際

のエリアと異なる場合もあるため現地で確認を行います。 

⚫ 無線通信は、周波数帯によって障害物による電波の遮蔽などの影響を受けることがあります。基礎

調査で把握した地形条件、自然条件、構造物などの情報を基に現地で状況を確認します。 

⚫ 無線基地局の配置計画を検討する上で、設置場所が確保できるかが重要になります。設置に適した

候補地や電源確保のための電線の有無などを現地で確認します。（候補地の考え方は P33 参照） 

⚫ 光ファイバを整備する場合には、敷設予定路線における電柱の有無や既設の電柱の空きの有無な

どについて確認が必要です。 

⚫ 水位計や監視カメラ、自動給水栓等の通信端末も、施設の構造によっては設置する場所が限定さ

れる場合があり、設置に適した場所が確保できるか確認する必要があります。 

⚫ 現地踏査にあたっては、地域の現況に精通する者や整備・運用に係る幅広い関係者に同行してもら

うことが望ましいです。 

⚫ 現地踏査では写真やメモを取り、必要に応じ、アンケート、ワークショップ等で取りまとめた図表に整理

します（図 2-7）。 

ポイント
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農業農村における情報通信環境整備のガイドライン 

 

図 2-7 現地踏査の取りまとめの例 

 
出典：国土交通省国土地理院作成の電子地形図を加工して作成 

  

500m

P

P

P

P

P

P

P

揚水機場：
排水機場：

分水工：

排水機場：

（遠隔監視）

（遠隔監視）

（遠隔監視）

（遠隔監視）

水位計

自動給水栓

自動給水栓 自動給水栓

自動給水栓

自動給水栓
自動給水栓

自動給水栓

見守りセンサ見守りセンサ

見守りセンサ

1

2

3
4

5

6

7

情報通信環境補の
整備要望のあった場所

：スマート農業要望

：農業農村インフラ要望

：地域活性化要望

P

凡 例

：用水路

：分水工

P ：揚水機場

：排水機場P

③高台
津波来襲時の緊急避難所。
電源確保が別途必要。
屋上からの見通し良好、
特に障害物なし。周辺で自動給
水栓、見守りセンサの活用要望あ
り。

② 揚水機場
光ファイバ引き込み済
電源確保可能
屋上からの見通し良好、
特に障害物なし。水位計、
監視カメラの増設要望あり。

① 排水機場
光ファイバ引き込み済
電源確保可能
屋上からの見通し良好、
特に障害物なし。水位計、監視カ
メラの増設要望あり。

④高台
津波来襲時の緊急避
難所備。
電源確保が別途必要。
屋上からの見通し良好、
特に障害物なし。周辺
で自動給水栓、見守り
センサの活用要望あり。

⑥ 排水機場
光ファイバ引き込み済
電源確保可能
屋上からの見通し良好、
特に障害物なし。水位計、
監視カメラの増設要望あり。

⑤ 農地
光ファイバは主要道路沿いに
は敷設、農地への引き込みは
困難。
電源確保不可。
①～④への見通し確保、
自動給水栓、水位計の設置要
望＆田んぼダム実施要望あり。

⑦ 分水工
用水の分水ゲート
電源確保が別途必要。
見通しやや悪い。
通水量制御のため、水位
センサ、カメラ等の遠隔監
視設備の要望あり。

※ 自宅に写真が
あるので後で送り
ます。
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第3章 計画・設計 
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8 
3-1. 適用する技術、通信方式、通信ネットワークの検討 

調査によって把握した地域の課題やニーズに対応してどのような技術、システム、サービス等が適用可

能か検討します。 

適用する技術、システム、サービス等に求められる通信の要件、地形条件、整備・運用コストなどを踏まえ、

無線通信の規格・方式、光ファイバ等の基幹・中継回線の通信容量、ネットワークの構成等を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ネットワーク構成の考え方＞ 

情報通信環境のネットワーク構成は、農地や水利施設などＩＣＴの利用現場をカバーするラストワンマイル１１)

の通信回線、通信事業者が提供する基幹的な通信網、ラストワンマイルと基幹通信網をつなぐ中継回線と

いったように重層的に考える必要があります。農地など広い範囲を面的にカバーするラストワンマイルの通信

には無線通信が適しています。一方、中継回線には、主に光ファイバや４Ｇ／ＬＴＥ規格の無線通信が使わ

れます。 

各通信方式の特徴を踏まえつつ、中長期的に活用可能な汎用性の高い通信ネットワークを構築すること

が重要です。 

 
図 3-1 ネットワークの構成イメージ 

 

  

 

１１)ラストワンマイル：通信の利用者に対し通信接続を提供する最後の区間。 

通信ビル

無線基地局
（BWA、L5Gなど）

無線基地局
（LPWAなど）

携帯電話基地局
ＩＣＴ機器

通信事業者が提供する通信回線 農業農村のための情報通信環境

中継回線
LPWAなど低速の通信を使う場合は
携帯電話回線を使うことも可能

⚫ 光ファイバは耐用年数が長く、長期的に利用可能な汎用性の高い通信基盤です。無線通信は技術

の進展が早く耐用年数も比較的短くなります。こうした特徴を踏まえ、整備・運用コストとのバランスも

考慮して、中長期的に利用可能なネットワーク構成を検討することが重要です。（表 3-1） 

⚫ 取組に適用する技術や求める水準によって、通信に必要な要件、導入コストは異なります。また、無

線通信の場合、地形条件や既存の通信インフラ、電源の確保等の条件によって適用可能な方式や

規格が異なります。こうした条件を踏まえた適切な通信方式を選定することが重要です。（図 3-2） 

⚫ 通信ネットワークの検討にあたっては、既存技術から最新技術まで幅広い通信方式の活用やエッジ

コンピューティング等の活用など効率的なシステム構成について検討することが重要です。 

ポイント
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＜有線通信と無線通信＞ 

通信方式には有線通信と無線通信の２種類があります。有線通信はケーブルをつかって通信を行う方

式で、光ファイバが主流です。無線通信は 

電波を使って通信を行う方式で、代表的なものは携帯電話回線や Wi-Fi です。それぞれの特徴は次の

とおりです。 

 
表 3-1 光ファイバと無線通信の特徴 

通信方式 有線通信（光ファイバ） 無線通信（携帯電話、Wi-Fi 等） 

通信速度 ～100Gbps ～20Gbps（5G の場合） 

メリット ・上り(ユーザ→サーバ)の通信速度と下り(サー

バ→ユーザ)の通信速度が同じでかつ速度も

安定しており、大容量のアプリケーション・コン

テンツをスムーズに流通させることが可能。 

・拡張性に優れており、伝送機器の増設または

更新のみで大容量化や、放送等の多目的な

利用が可能。 

・光ファイバそのものは長期の利用が可能。

（両端のネットワーク機器は更新必要） 

・基地局の先のラストワンマイルは、ケーブル敷設

工事の必要がないので、特に山間部等の地形が

峻険な地域、集落が広範囲に点在している地域

等においては、有線と比較して短期でかつ安価

に整備が可能な場合がある。 

・エリア一帯をカバーするので、柔軟なネットワーク

構築が可能。 

・利用場所が固定されない（移動体通信）。 

デメリット ・敷設距離に応じた土木工事、建設工事が必

要となるため、コスト（イニシャルコスト及びラン

ニングコスト）が一般的に高価である。 

・通信事業者によるサービス提供地域が限定

されている。 

・有線のため利用場所が固定される。 

・周囲の環境（障害物、天候、他の無線システムと

の干渉等）により通信速度が低下、または通信不

能になる場合がある。 

・コア装置やネットワーク機器の耐用年数が 5-7

年と短い他、光ファイバに比べて技術進歩、陳腐

化が早く、新技術の場合は導入コストが高くなる

場合がある。 

・有線システムと比較し、よりセキュリティ対策に配

慮する必要がある。 

・移動体通信の計画に応じてエリアが変更される

ため利用場所が固定されない。 

 

＜無線通信の種類と特徴＞ 

無線通信は、周波数１２)によって、電波の届く距離、伝送できるデータ量が異なります。一般的には、周波

数が低いほど届く距離は長くなる一方、伝送できるデータ量は少なくなります。また、電波は、国際基準や国

内法令等に基づき周波数ごとに用途が定めらており、周波数によっては利用の許可が必要になる場合もあ

ります。利用目的に適した周波数の電波を使用することが重要です。 

 
図 3-2 周波数と通信距離、データ量の関係 

  

 

１２)周波数：電波は空気中を伝わる電気の波であり、周波数は１秒間に波が繰り返される回数。 
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参考として、各無線通信規格の特徴、速度と用途の関係、利用場所、用途に応じた有効な通信方式の
例を示します。 

表 3-2 主な無線通信規格の特徴  

 
図 3-3 主な無線通信規格と用途との関係 

 

 

No 規格・分類 技術概要 運用
※１

伝搬距離

※２

最高伝送速度

※３

免
許

利用実績※４

農機等の
自動
運転

機器の
遠隔
操作

動画
監視等

画像
監視等

数値
データ
取得

1 5G

第5世代移動通信システムを指し、超高速、超低遅
延、多数同時接続が特徴。免許は電気通信事業
者が展開する「キャリア5G」と、自己土地内の利用
のための「ローカル5G」に分類される。

キャリ
ア

自営

数百m
～

1km
20Gbps

必
要

○
(無人)

○
(低遅延)

○ ○ ○

2 Wi-Fi
パソコンやスマートフォンなどを中心に利用される無
線LAN規格。世界中で広く普及し、基地局も安価か
つ、高速通信が可能。

自営 約100m 9.6Gbps
不
要

○ ○ ○ ○

３ 4G/LTE
第4世代移動通信システムを指し、2020年時点の
国内における携帯電話の主流通信規格。

キャリ
ア

2～3km 1Gbps
必
要

○
(有人)

○ ○ ○ ○

４
BWA
(4G/LTE)

2008年より地域WiMAXとして、主に条件不利地域
の通信環境改善を目的に導入された2.5GHz帯の
無線システムで、現在は4G/LTE方式が中心。免許
は広域利用の電気通信事業のための「地域BWA」
と、自己土地内での利用のための「自営BWA」に分
類される。

キャリ
ア

自営
2～3km 220Mbps

必
要

○ ○ ○ ○

５
プライベート
LTE
(sXGP)

小型のLTE基地局を自営通信網として利用する。
音声通話でのコードレス電話機の使い方が該当。
自営PHSの置き換え用途として普及が始まっている。

自営 数百m 12Mbps
不
要

○
○

(低頻度)
○

６
IEEE
802.11ah

LPWAと同じ周波数帯を使用するWi-Fiの新規格。
既存のWi-Fiと同じ仕組みで運用でき、導入が容易。
LPWAに比べ、伝送距離は短いが高速。

自営 1km
数十～

数百kbps
不
要

７ LPWA

Bluetoothなどの近距離無線では満たせないカバレッ
ジの無線アクセスの分類。LoRa、Sigfox、LTE-M等
の規格が該当する。低速だが、省電力性や広域性
を持つ。センサー等からのデータ取得向き。

キャリア
自営

※５

数km～

※５

数十～
数百kbps

不
要

○
○

(低頻度)
○

※１ 地形条件や機器設定等により変動する。
※２ 下りの伝送速度を示す。また、技術規格上の最大値であり、実際の通信速度（実効速度）は、端末の仕様や通信事業者のネットワーク設計等に依存する点に留意する必要が

ある。
※３ 基地局および携帯電話端末等の無線局免許は電波を発射し運用する事業者等が取得する必要があり、一般の利用者については不要。
※４ 聴き取り結果、公開資料等に基づくもの。
※５ 各々の規格により、性能が違う点に留意する必要がある。

制度化取組中

～1km

～100m

～10km

通信速度の目安

通
信
距
離
の
目
安

～100Mbps～10Mbps～1Mbps～10kbps

LPWA

【参考】
日常で必要な通信速度

メール
(128kbps～1Mbps）

ホームページ閲覧(1～10Mbps) ４Ｋ動画視聴(30Mbps以上)

ＨＤ動画視聴(2.5Mbps以上)

～2km

消費電力大

BWA／プライベートLTE

5G

IEEE802.11ahなど
開発・実装が進む技術

遠隔自動給水栓
ドローン

(目視外飛行)

営農管理ソフト等への
データアップロード

圃場の映像・画像
鳥獣害センサー

鳥獣害の映像・画像

用排水路等センサー
(水位、流量など)

農機の自動走行（遠隔監視）

畜舎内の個体識別

ため池・農道橋の監視

水利施設関係

営農関係

その他

１日数回の
用水路・分水工・
ため池等の画像監視

ハウス・圃場内センサー
(温度、湿度、日射量など）

農機の自動走行
（VRS・有人状態）

畜舎の画像監視

農泊wi-fi

子供・高齢者見守り

定住者wi-fi

家畜のバイタル情報

収穫物のAI判定等(スマートグラス）

お茶の収穫ロボ（遠隔監視）

小河川や水路の監視（防災）

灯油残量メーター(雪国等）

電気・ガスメーター

動画や高頻度の
静止画監視

凡例

LPWAは通信範囲が広く省電力ですが、通信速度が遅いという特徴があります。このため、センサの計測データの送信や画素数の少ない静止画送信
などデータ容量が小さい通信に適しています。

BWAや5Gは、高速・大容量の通信が可能ですが、通信距離や省電力性はLPWAより小さくなります。導入コストも高くなります。

LPWAとBWAの中間的な無線通信として、IEEE802.11ahと呼ばれる新たな通信方式の開発・実証も進んでいます。
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表 3-3 利用場所、設置が想定される端末類と有効な通信方式の例 

利用場所 
設置が想定される 

端末類 

通信 

間隔 

通信 

速度 

現場の 

電源 

有効な 

通信方式の例 

ほ場(露地) 
水田センサ 

土壌センサ 

気象センサ等 

数分～数十分 低速 なし LPWA 

施設園芸 

土壌センサ 

温湿度センサ 

CO2 センサ等 

数分～数十分 低速 施設による LPWA、Wi-Fi 

ハウス巻き上げ機、 

灌水装置等 
リアルタイム 高速 あり BWA、Wi-Fi、LTE 

AI 診断、遠隔指導 リアルタイム 超高速 施設による 5G、Wi-Fi 

農業用水、ため池 
水位センサ、 

流量センサ等 
数分～数十分 低速 なし LPWA 

揚水機場 

排水機場 

頭首工、樋門 

農業集落排水 

営農飲雑用水等 

監視カメラ、水位セン

サ、信号取得装置等 
数分～数十分 低速 施設による LPWA、Wi-Fi 

監視カメラ、ゲート、ポ

ンプ制御 
リアルタイム 高速 あり Wi-Fi、LTE、光回線 

鳥獣被害対策 わなセンサ わな反応時 低速 なし LPWA, LTE 

汎用 

動画カメラ リアルタイム 

高速 施設による LTE、BWA 

超高速 施設による 5G、光回線 

静止画カメラ 

数十分～数時間 低速 施設による LPWA、LTE 

数分～数十分 

（高精細） 
高速 施設による LTE、BWA、光回線 

トラクター 

ドローン 

位置補正情報取得 リアルタイム 高速 あり LTE、BWA 

遠隔監視制御 リアルタイム 超高速 あり 5G 

地域利用 

子供・高齢者見守り 数分～数十分 低速 なし LPWA、LTE、BWA 

GPS トラッカー 数分～数十分 低速 なし LPWA、LTE 

住民向け 

インターネット利用 
リアルタイム 

高速 あり LTE、BWA、Wi-Fi 

超高速 あり 5G、光回線 
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⚫ 農業分野における情報通信技術の活用事例＜ローカル５Ｇ＞

自動走行トラクターの遠隔監視・制御（実証中）

➢ ５Ｇの超高速、低遅延の特徴を活かし、ほ場から離れた遠隔監視センターからトラクターを
監視・制御 ⇒少数の担い手で広大な農地の管理が可能

自動走行トラクター
ローカル５Ｇ基地局

遠隔監視センター

位置情報

映像

操作信号サーバー
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＜携帯電話通信と自営ネットワークの違い＞ 

ICT 機器の中には携帯電話回線に直接つながって通信を行うことが可能なものもあります。この場合、別

に無線基地局を設置しなくてもＩＣＴ機器の導入のみで利用が可能です。しかし、ＩＣＴ機器一つ一つに通信

費用がかかるため、導入する機器の数が多い場合には、自ら無線基地局を設置して自営のネットワークを

構築することで通信費用を抑えることが可能になります。地域ごと導入機器数や通信の範囲・速度・頻度な

どの条件を踏まえて適切な方法を選択することが重要です。 

 
図 3-4 携帯電話通信と自営ネットワークの違い 

  
  

携帯電話通信を利用する場合 自営ネットワークを構築する場合 

➢携帯電話通信を使うため、ICT 機器の導入の

みで利用可能。通信速度も比較的早い 

➢ ICT 機器一つ一つに通信費用が発生 

➢同一基地局と通信する第三者の利用状況の影

響を受ける可能性がある。 

⇒ 広範囲で端末数が少ない場合は有利 

携帯電話 

基地局 

ＩＣＴ機器 

（センサーなど） 

それぞれ通信

費用が発生 

通信費用は 

携帯基地局⇔無線局間のみ 

無線局 

（LPWA など） 

➢自ら無線局を導入する必要があるため、初期

コストが割高になる 

➢無線局のみに通信費用が発生（通信費用は抑

えられる） 

➢ローカル５G 等、一部周波数の申請を行う規

格は、第三者が利用できないため、安定的な

通信を確保できる。 

⇒ まとまった範囲で多くの ICT 機器を導入

する場合に有利 
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＜LPWAの規格＞ 

LPWA は電力消費が少なく、広範囲の通信をカバーすることができるため、水田の水位監視やハウス内

の気温、湿度などの栽培環境の監視、鳥獣わなの捕獲情報の伝送など、農業分野での利用シーンが多い

通信規格です。LPWA には様々な方式が存在し特徴も異なります。ある方式で接続が可能な機器であって

も、違う方式のものには接続できない場合がほとんどです。このため、特徴や接続可能な機器などを十分に

踏まえて通信方式を選定することが重要です。 

 

表 3-4 LPWA の主な通信方式 

主な通信方式 概要 
基地局設置・

運用 
通信方向 

Sigfox 

 （シグフォックス） 

フランスの SigFox 社により開発された方式。日本では京セラ

コミュニケーションシステム株式会社が通信サービスを提

供。国内人口カバー率 95%(2020 年 1 月時点)。超狭帯域

通信で電波干渉に強い。 

通信事業者 一方向 

（上り） 

ELTRES 

 （エルトレス） 

ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社が提供する

通信サービス。見通し 100km 以上の伝送が可能。 

通信事業者 一方向 

（上り） 

ZETA 

 （ゼタ） 

ZiFiSense 社が開発した方式。基地局と中継器を用いた自

営のメッシュネットワークの構築が可能。超狭帯域通信で電

波干渉に強い。 

利用者 双方向 

LoRaWAN 

 （ローラワン） 

400 社超が参加する LoRa Alliance により仕様が策定された

グローバルかつオープンな通信方式。仕様に準拠した製品

同士であれば、異なるメーカーでも相互通信が可能。 

利用者 双方向 

プライベート LoRa 会社毎に独自の通信プロトコルを使用。用途に応じてカスタ

マイズすることが可能というメリットがあるが、接続できる機器

が限られる。 

利用者 双方向 

出典：Sigfox…京セラコミュニケーションシステムＨＰ（https://www.kccs.co.jp/sigfox/ 

） 

ELTRES…ソニーＨＰ（https://eltres-iot.jp/） 

ZETA…ZETA Alliance HP（https://zeta-alliance.org/zeta.php） 

LoRaWAN…ＩＩＪ ＨＰ（https://www.iij.ad.jp/biz/lorawan/?z=0492a） 

 

＜エッジコンピューティング＞ 

近年は画像解析技術の進歩により、鳥獣被害対策や営農におけるモニタリングにおいて、現地でカメラに

より撮影した大量の画像をクラウドサーバに転送し、ＡＩで認識、解析することも可能となっているが、大容量

のデータ転送が伴うため、通信コストの増大や通信の遅延といった課題があります。 

このような条件では「エッジコンピューティング」の導入により、ユーザや端末の近くでデータ処理することで、

通信回線への負荷や通信遅延を生じさせない手法も検討の余地があります。 

  

https://www.kccs.co.jp/sigfox/
https://eltres-iot.jp/
https://zeta-alliance.org/zeta.php
https://www.iij.ad.jp/biz/lorawan/?z=0492a
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<事例 4>長野県塩尻市ほか エッジコンピューティングの導入事例 

長野県塩尻市では、1996 年より市独自の施策として ICT の活用を進めて

おり、全国初の市営プロバイダ事業、市内 130km にわたる光ファイバの整

備、市内全域をカバーする無線網を活用した児童見守りサービス、気象情報

案内、鳥獣被害対策などに先進的に取り組んでいます。 

このような中、2019 年に「長野県 AI・IoT 等先端技術導入・地域課題解決

型モデル創出支援事業」により、長野県内の複数事業者で連携し、AI を活用

した鳥獣対策の情報伝達システムを開発しました。 

従来のサル対策は、捕獲した個体に首輪型の発信器を取り付け、行動を分析することで柵の設置

や追い払いなどを行うという方法を取っていましたが、発信器の取付と運用に大きなコストがかかってし

まうというデメリットがありました。 

こうした課題に対応するため、畑などにカメラを設置し、サルが出没したときに撮影された画像を AI

で解析し、出没情報を関係者に伝達するという手法を検討しました。しかし、逐一撮影した画像をクラ

ウドサーバに送信して AI で解析するとなると、膨大なデータを高速で伝送可能な通信網が必要になっ

てしまいます。これを解決するため、現地の設備に AI 解析に必要な装置を組み込み、現地（エッジ側）

で画像の解析を行い、「サルを認識した」という情報のみを伝送することにより、データ量が少なく LPWA

でも通信可能なシステムを構築しました。 

現地での処理に必要な装置は、安価な

マイコンを採用するとともに、既存の学習

済 AI を導入することでコストを抑えたシス

テムとしています。また、複数の画像から

動くものを検出し、その中からサルを AI で

認識するという 2 段階の判定方法により判

定精度を高めています。撮影した画像は

SD カードに保存され、後日回収して AI の

学習データとして活用することで、判定精

度の向上や他の鳥獣へ適用拡大も可能と

なっています。 

こうした検知情報がクラウドを介して地元

農家や猟友会にメール配信され、迅速な

追い払いや捕獲に寄与するとともに、農家

や猟友会の負担の軽減にも大きく貢献して

います。 

 

塩尻市

長野県

取組事例

エッジコンピューティングの模式図及び解析画像 
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